
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※市町村の実情 

に応じ既存の 

組織の活用も 

含めた必要な 

体制を整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者等 

①健康寿命を延ばすための高齢者の健康づく

りの推進 

②医療と介護等の連携の推進 

③ニーズに応じた多様なサービスの提供 

④認知症対策の推進 

住まい 就労支援 

■健康長寿を推進す

るための課題及び

事業の検討 

○栄養・食生活改善

対策 

○歯科口腔機能向上

対策 

○ロコモ予防対策 

        等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅医療推進 
協 議 会 

《趣 旨》 
県、市町村及び関係団体が、「健康
長寿で安心して住み続けることがで
きる社会の実現」に向けた、施策の
推進の方向性について理解を共有し
ながら、相互に連携・協働して活動
を展開し、県民運動に繋げるための
推進母体を設置する（地域包括ケア
システムの実現を目指すもの） 

健康長寿で安心して住み続けることができる山形県の実現に向けた推進本部の設置について 
平成 25年５月 

山 形 県 

高齢者等を取り巻く現状 

住み慣れた地域において、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービス等が切れ

目なく提供できる体制 

地域包括ケアシステム 

高齢者定住に関する状況 

生きがい 

○団塊の世代がすべて 75歳以上となる 2025年（平成 37年）までには構築すべきもの 

○様々な課題を抱えており、順調に進んでいるとはいえない状況 

安心して住み続けるための課題 

①身近な場所で、気

軽に通える高齢者

サロン等の拡大 

健康長寿安心やまがた推進本部 

■雪対策・住まい・

生活支援・就労

支援・生きがい

に関する課題及

び事業の検討 

○住まい、夏山冬

里、サロン等の

高齢者等の居場

所づくり 

○高齢者等への見

守り・訪問活動

支援 等          

健康長寿推進協議会 
高齢者等安心生活
構築プロジェクト 
推 進 協 議 会 
 

 

○県外転出者数は、概ね年間 800人前後で推移 

○県外転出予備軍約 2万人（60歳以上（人口約 42万人）で県外へ移りたいと考えている者の 

割合 4.5％） 

○県外に移りたい理由は、雪対策や買い物・通院等の交通対策、就業など 

寿命・介護に関する状況 

○平均寿命の全国順位は、男性で 9位、女性で 28位（平成 22年） 

○健康寿命の全国順位は、男性で 15位、女性で 20位（平成 22年） 

○要介護認定率は、全国 21位（平成 24年） 

①60歳を過ぎても働き続

けたい人が多いことか

ら、就労の場の確保 

②高齢者ビジネスの立ち

上げ時支援の充実強化 

 
 
 
 
 
 

■医療・介護 

連携サービス 

の推進 

○認知症ケ

アパス 

○退院支援

地域連携

クリティ

カルパス 

○ITを活用

した医療 

・介護連

携 

○在宅医療

提供体制

の構築

（訪問診

療、看取

り等） 

○認知症初

期集中支

援チーム                    

等 

 

 

■医療・介護従事

者、市町村職員

支援 

○介護職員サポ 

ートプログラ

ム（仮称）関

連施策  等 

安心サービス 
提供検討委員会  
《H25限定設置》 

○山形方式の

24時間サー

ビス(訪問介

護・看護)の

導入検討    

     等 

 

①高い持ち家率、強い所有継続の

意向に対応した、持ち家維持対

策の充実強化 

②住み替え対策、住み替え後の持

ち家の活用対策の充実強化 

③低負担で安心して利用できる

サービス付高齢者住宅等の供給 

■健康長寿

の推進   

■医療・介護

連携サー

ビスの推

進   

■雪対策・生

活支援・就

労支援        

等 

（平成25年度） 

安心生活構築

に向けた課題 

の調査・分析等 

（平成26年度～） 

課題調査等を

踏まえた高齢者

等安心生活構

築計画の策定

及び計画に基

づく事業実施 

○本部長：山形県知事 
○構  成：県、市町村及び関係団体（保健医療、福祉、

介護保険、高齢者、雪対策、住まい対策、就
労支援の各分野） 

（平成26年度） 

市町村老人保

健福祉計画・ 

介護保険事業

計画に反映 

①雪下ろし・除雪対

策の充実強化 

②冬期間に安心して

暮らせる場の確保 

雪対策 

健康・医療・介護・予防 

生活支援 

①買い物や通院等にお

ける利便性の向上 

②一人暮らし高齢者等

の見守り支援システ

ムの構築 

市町村推進体制 

○ロコモ予防

キャンペー

ン放送、動

画制作 等 

○受動喫煙防止

対策、他県の

優良事例を応

用したモデル

事業等の検討     

      等 

受動喫煙防止 

対策検討委員会 

ロコモ予 防 

キャンペーン 

実行委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※村山、最上

置賜、庄内 

の４地域に 

設置 

健康長寿安心 
やまがた推進 
本部地域協議会  

 

連携 

・推進方向提示 

・事業メニュー提示 

・事業成果反映 

連携 



 

 

地域包括ケアシステム構築に向けた取組事例 

 

①市区町村名 山形県（県全体の取組み） 

②人口（※１） 1,155,950人 （      ） 

③高齢化率（※１） 

（65 歳以上、75 歳以上そ

れぞれについて記載） 

65歳以上高齢者 28.3％ 

75歳以上高齢者 16.2％ 

（      ） 

④取組の概要 県、市町村及び関係団体が、「健康長寿で安心して住み続けることができる社

会の実現」の推進の方向性について理解を共有しながら、相互に連携・協働し

て活動を展開し、県民運動に繋げるための推進母体を設置する。（地域包括ケア

システムの実現を目指すもの） 

⑤取組の特徴 

 

県・市町村及び「保健医療」「福祉」「生きがい」「経済労働」「県民生活」「雪・

住まい」に関わる県内団体により構成される「健康長寿安心やまがた推進本部」

及び専門的協議をする「健康長寿推進協議会」「高齢者等安心生活構築プロジェ

クト推進協議会」「在宅医療推進協議会」の全県的３つの協議会に加え、「健康

長寿安心やまがた推進本部地域協議会」を県内の４地域（村山、最上、置賜、

庄内）に設置し、市町村における地域包括ケアシステムの構築を推進するため

の全県的な体制を整備する。 

⑥開始年度 平成 25年度 

⑦取組のこれまで

の経緯 

市町村における地域包括ケアシステムの構築を推進するため、平成 25年度に設

置する予定 

⑧主な利用者と人

数 

－ 

⑨取組の実施主体

及び関連する団

体・組織 

７６団体（山形県、県内３５市町村、県内４０団体） 

⑩市区町村の関与

（支援等）（※２） 

 

 

⑪国・都道府県の関

与（支援等）（※３） 

 

⑫取組の課題  

⑬今後の取組予定 平成 25年度は、推進本部を立ち上げるとともに各協議会において分野別の検討

を進める。なお、平成 25年度は、県民運動に繋げる取組みとして「ロコモ予防

キャンペーン」を実施し、市町村の介護予防事業の推進を図る。 

⑭その他  

⑮担当部署及び連

絡先 

山形県健康福祉部健康長寿推進課 023-630-2158（直通） 

※１ 一部地域に限定した実施の場合は、当該地域の人口・高齢化率を（  ）内に記載してください。 

※２ 市町村から財政的支援が行われている場合には予算額等を含めて記載ください。 

※３ 国や都道府県から財政的支援を受けている場合は、補助金や交付金等の名称、額等を含めて記載

ください。 

山形県 


